
区分 No. 該当箇所 新 旧 修正日

1

P.1 【参考資料】
別添５　競争的研究費における
各種事務手続き等に係る統一
ルールについて

令和３年３月５日／令和５年５月２４日改正 令和3年3月5日

2024/11/11

2 P.1　【各種様式】

○経理様式１	委託研究実績報告書（兼）収支決算報告書　委託研究開発成果報
告書
○経理様式１４  経理処理および「収支簿」経理様式等事前チェックリスト
〇経理様式１６  繰越申請書（兼理由書）
○参考様式３    取材申込申告書
〇参考様式４    研究開発参加者リスト

〇経理様式１　　委託研究実績報告書（兼）収支決算報告書
○経理様式１４ 「委託研究実績報告書」および「収支簿」事前チェックリスト算
報告書

2024/11/11

3
P.2 　１．本事務処理説明書の記
載内容に関するお問い合せ【 共
通事項 】

TEL : 6273-8319（直通） TEL : 03-3202-7181 （代表）

2024/11/11

4
P.3　１．用語の解説
研究期間

戦略及び計画で定める課題の全研究期間 戦略及び実施計画書で定める課題の全研究期間

2024/11/11

5
P.7　③ 委託研究費の繰越
ⅰ）繰越の対象

本事業では、事業の性質上、その実施に相当の期間を要し、かつ、委託事業が
本年度に終わらない場合にも引き続いて実施する必要がある場合で、国が繰
越の事由としているものに適合する場合は、繰り越しが認められる場合があり
ます。なお、繰越の事由は以下の通りです。

・	計画に関する諸条件
関係機関からの許認可や調達機器の仕様変更等予期せぬ事由に不測の日数
を要し、当初の計画を変更する必要が生じた場合
・	気象の関係
豪雨や豪雪などの例年とは異なる気象条件により、現行の業務計画を延期又
は中断することが必要となった場合
・	資材の入手難
予期しなかった外的要因により、当初の業務計画通りに研究用資材等を入手
することができなくなった場合
・	試験研究に際しての事前の調査
当初の計画では予見し得なかった新たな知見の出現等により、情報収集等事
前の調査が必要となった場合
・	研究方式の決定の困難
当初の計画では予見し得なかった新たな知見の出現等により、改めて調査を
行い、研究方式を決定することが必要となった場合

　        ※但し、内閣府や厚労省より繰越が禁止された年度については上記の
事由でも認めることはできません。

ⅰ）繰越の対象
・繰越の対象となるのは、以下の事由に該当するものです。
『当初予想し得なかったやむを得ない事由により研究計画書記載事項に変更
が生じたもので、かつ、研究目的の達成のために研究費を繰越して翌事業年
度に実施する必要があるもの』
・事業年度末に判明する直接経費の執行残額（例：計画時には予想できない超
過勤務費、消耗品費、消費税相当額等の見込み差額等）が発生する場合につ
いて、翌事業年度に本研究の実施のために直接的に必要な経費として有効に
使用できることを前提に、当該直接経費の執行残額とこれに相当する間接経
費を上限として加えた委託研究費を繰越すことが可能です。
※上記に当てはまらない単なる予算の余剰・滞留は繰越の対象外となります。
※繰り越せる間接経費は、直接経費の繰越額に相当する間接経費の額が上限
となります。

2024/11/11

同上 （削除） ⅱ）判明時期に応じた繰越手続き
2024/11/11

7
P.7~8　ⅱ）繰越手続き・報告方
法

ⅱ）繰越手続き・報告方法
・繰越が判明した時点でNCGMに事前相談の上、当事業年度の１月３１日 まで
に「繰越申請書（兼理由書）（経理様式１６）」をご提出ください。ＮＣＧＭにおい
て繰越の妥当性を確認し、プログラムディレクターによる研究計画書の変更が
承認された場合、契約書の変更手続きを行います。変更契約後、ＮＣＧＭから
請求書を発行しますので、当該執行残額（相当する間接経費を含む）を３月３１
日までにＮＣＧＭへ返還してください。翌事業年度に当該年度の委託研究費と
共に繰越した委託研究費をＮＣＧＭが振り込みます。
・本ケースにおいては、「委託研究実績報告書（兼）収支決算報告書（経理様式
１）」の当事業年度分繰越額への計上は不要です。

ⅱ）繰越額の報告
・ＮＣＧＭに返還せず研究機関に存置したまま繰越した額について、「委託研究
実績報告書（兼）収支決算報告書（経理様式１）」の当事業年度分繰越額にて報
告してください。繰越に係る単独の報告書はありません。
・変更契約に基づき委託研究費をＮＣＧＭへ返還し、翌事業年度に予算振替え
する場合は、「委託研究実績報告書（兼）収支決算報告書（経理様式１）」の当事
業年度分繰越額への計上は不要です。

2024/11/11

8 同上 (削除）

ⅲ) 繰越制度利用にあたっての留意事項
・事業年度毎の委託研究費の精算に先立ち、必ず事前に執行状況を確認の
上、繰越の対象となる１０万円を超える直接経費の執行残額が見込まれる場
合は、当事業年度の３月１０日までに「返還連絡書（経理様式４）」を提出の上、
当該執行残額（相当する間接経費を含む）を３月３１日までにＮＣＧＭへ返還す
る必要があります。返還連絡書の取扱いにつきましては、後述の「Ⅲ．１２．委
託研究費の返還について」をご参照ください。
※上述の繰越対象に該当する場合は、事前申請なく１０万円以下の直接経費
の執行残額の繰越が認められますが、１０万円を超える執行残額が発生する
場合に返還連絡書による事前連絡がなければ翌事業年度の委託研究費の精
算時に執行残額全額の返還が求められますので留意してください。

2024/11/11

9 同上 (削除） 【具体例】(図）
2024/11/11

10 同上
・繰越を行った委託研究開発費は翌事業年度の委託研究開発費と合算して使
用することはできません。

（追記）
2024/11/11

11 同上

・以下の場合に繰越は認められません。
・繰越の対象（③ⅰ）参照）に当てはまらない場合
・間接経費のみを繰越す場合（※繰越す直接経費に相当する間接経費額が繰
越せる間接経費の上限になります）
・再繰越（一度繰越した委託研究費の翌々事業年度への繰越）
・契約期間が単年度の場合
・契約期間が最終事業年度の場合

以下の場合に繰越は認められません。
・繰越の対象（③ⅰ）参照）に当てはまらないもの
・間接経費のみの繰越
・再繰越（一度繰越した委託研究費の翌々事業年度への繰越）
・契約期間が単年度である場合の繰越
・契約期間が最終事業年度の繰越

2024/11/11

12
P.8　２）変更契約書　① 年度途
中で委託研究費を変更する場合

(削除）
ただし、当該年度第４四半期に委託研究費の返還が判明した場合はこの限り
でありません。

2024/11/11

13 P.8　３）変更届（経理様式３-②）

３）変更届（経理様式３-②）
・委託研究契約書（原契約）の変更のうち、研究開発責任者の所属部署名・役職
名の変更、契約者の住所・所属部署名・役職名の変更及び契約者の交代につい
ては、「変更届（経理様式３―２②）をご提出ください。これにより変更契約書を
取り交わすことなく、変更届（経理様式３-②）の提出をもって、変更契約が締
結されたものとみなします。変更の発生が判明し次第、速やかに提出くださ
い。

３）変更届
・委託研究契約書（原契約）の変更のうち、研究担当者の所属部署名・役職名の
変更、契約者の住所・所属部署名・役職名の変更及び契約者の交代について
は、変更契約書を取り交わすことなく、変更届（経理様式３-②）の提出をもっ
て、変更契約が締結されたものとみなします。

2024/11/11

14
P.9　５）研究開発参加者リスト
（参考様式４）

５）研究開発参加者リスト（参考様式４）
・	研究開発計画書の更新頻度を少なくし、研究に従事する方の参加期間を明確
にするため、研究開発計画書の2-2、2-3、2-4の研究開発実施体制を切り出
したものです。変更の発生が判明し次第、速やかに提出ください。
・	参加終了した研究者等は削除せず、参加機関の終了年月日を記載してくださ
い。
研究開発参加者が増えた場合は追記して下さい。

（追記）

2024/11/11

新旧対照表 事務処理説明書（大学等用）

その他

繰越

変更届や
研究開発
者リスト

関係



15
P.9~10　各種変更時の提出書
類について

(表を追記） （追記）

2024/11/11

16
P.11  ２．委託研究の予算費目
③人件費・謝金

本研究のために雇用する研究者及び研究推進担当者等の人件費
本研究のために雇用する研究者及び研究推進担当者等（研究担当者を除く）
の人件費

2024/11/11

17
P.13  ③人件費・謝金 ⅱ）直接
経費での雇用対象

・研究担当者の人件費については、次の条件により 直接経費による支出が可
能です。「競争的研究費の直接経費から研究代表者（PI）の人件費の支出につ
いて」（令和２年１０月９日　競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わ
せ）（以下「PI実施方針」という。）、「競争的研究費における各種事務手続き等
に係る統一ルールについて」（令和３年３月５日 競争的研究費に関する関係府
省連絡会申し合わせ）にて条件等をご確認ください。なお、研究計画の遂行に
照らして当該人件費が適正に計上されるよう、関係府省連絡会申し合わせを
踏まえ適切な研究計画を立案してください。
※「PI実施方針」に定める事項を各研究機関において実施している必要があり
ます。本制度の利用にあたり体制の整備状況や策定した活用方針等をＮＣＧＭ
まで提出してください。

（追記）

2024/11/11

18 同上

ただし、以下に該当する者の人件費は、直接経費より支出することができませ
ん。
・国立大学法人、独立行政法人、学校法人等で運営費交付金や私学助成金等に
より国から人件費を措
置されている者

ただし、以下に該当する者の人件費は、直接経費より支出することができませ
ん。
・研究担当者
・国立大学法人、独立行政法人、学校法人等で運営費交付金や私学助成金等
により国から人件費を措置されている者

2024/11/11

その他 19

P.14　■雇用形態別必要書類
人件費精算書
（経理様式１２）　の専従者の時給
制・日給制

〇 －

2024/11/11

人件費関
連

20
P.16  ⅵ）雇用に関する留意事
項

なお、当研究開発費において雇用されている若手研究者は、当該プロジェクト
に従事するエフォート の一部を、プロジェクトの推進に資する若手研究者の自
発的な研究活動や研究・マネジメント能力向上に資する活動に充当することを
可能とします。「競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用され
る若手研究者の自発的な研究活動等に関する実施方針」（令和２年１２月１８日
改正 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）にて条件などをご確
認下さい。

（追記）

2024/11/11

21
P.20　４．間接経費について
１）間接経費の執行

「競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争
的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ/令和５年５月３１日改正）

「競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針（平成１３年４月２０日 競争
的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ/令和３年１０月１日改正）

2024/11/11

22 P.21　２）間接経費の算定・請求 ・本研究は競争的研究費に該当します。 （追記）

2024/11/11

その他 23
P.23　６．委託研究費のＮＣＧＭ
から研究機関への概算払いにつ
いて　　１）支払いの方法

（四半期毎の４回；5月末または6月末、7月末、10月末、1月末） （四半期毎の４回）

2024/11/11

その他 24
P.24　４）委託研究費の変更（増
額・減額）について

必要に応じて戦略及び計画の見直し 必要に応じて戦略及び実施計画書の見直し

2024/11/11

その他 25 P.26 ⅱ）提出方法、提出先
提出先E-mail：　sip3_office[at]hosp.ncgm.go.jp
（上記の＂[at]＂を＂＠＂に置き換えてご利用ください。）

提出先E-mail：　sip3_office@hosp.ncgm.go.jp

2024/11/11

26

P.28~29　２）「体制整備等 自
己評価チェックリスト」の提出と
「研究活動における不正行  為へ
の対応等に関するガイドラインの
遵守」について

２）「体制整備等 自己評価チェックリスト」の提出と「研究活動における不正行
為への対応等に関するガイドラインの遵守」について

２）「体制整備等 自己評価チェックリスト」の提出と「研究活動における不正行
為への対応等に関するガイドラインの遵守」について

2024/11/11

27 同上

・研究機関※は、研究費の不正使用を対象とした「機関における公的研究費の
管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェック
リスト」を厚生労働省に提出するとともに、体制整備等に関する各種調査に対
応する義務があります。また捏造、改ざん、盗用などの「研究活動における不正
行為への対応等に関するガイドライン』を順守するととともに、各種調査に対
応する義務があります。
　　厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライ
ン
　
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000007
1398.html

研究機関※は、研究費の不正使用を対象とした「機関における公的研究費の
管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェック
リスト」及び捏造、改ざん、盗用などの「『研究活動における不正行為への対応
等に関するガイドライン』に基づく取組状況に係るチェックリスト」（以下後者を
「研究不正行為チェックリスト」という。）をＮＣＧＭへ提出するとともに体制整
備等に関する各種調査に対応する義務があります。

2024/11/11

28 同上
※「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン』に基づく「取
組状況に係るチェックリスト」が文部科学省から提示されておりますので、必要
に応じて参照ください。

（追記）

2024/11/11

29 同上

・新規採択により本事業を開始する研究機関及び新たに研究開発チームに参
加する研究機関は原則として、「体制整備等自己評価チェックリスト」を、府
省共通研究開発管理システム（e-Rad）を用いて厚生労働省へ提出してくださ
い。チェックリストは、令和５年４月から府省共通研究開発管理システム（e-
Rad）のホームページ（https://www.e-rad.go.jp/index.html）に掲載されま
すので、チェックリストの作成、提出に際しては、当該リンク先から様式をダ
ウンロードしてください。また、記入・提出要領も、同リンク先から ダウン
ロードできますので、併せてご確認ください。

・新規採択により本事業を開始する研究機関及び新たに研究開発チームに参
加する研究機関は原則として、研究開始（委託研究契約締結日）までに上記２
種類のチェックリスト（以下「両チェックリスト」という。）を、府省共通研
究開発管理システム（e-Rad）を用いてＮＣＧＭへ提出してください。令和５
年度版両チェックリストは、令和５年４月から府省共通研究開発管理システム
（e-Rad）のホームページ（https://www.e-rad.go.jp/index.html）に掲載さ
れますので、チェックリストの作成、提出に際しては、当該リンク先から様式
をダウンロードしてください。また、記入・提出要領も、同リンク先から ダ
ウンロードできますので、併せてご確認ください。

2024/11/11

30 同上

・他事業の応募等により、その有効期限が当該事業年度も含まれるチェックリ
ストを既に提出している場合は、委託研究契約締結に際して、新たに提出する
必要はありませんが、「体制整備等自己評価チェックリスト」は公的研究費の管
理・監査のガイドラインにおいて年１回の提出が求められておりますので、翌事
業年度以降も継続して事業を実施する研究機関は、改めてその提出が必要と
なります。またe-Radに登録された「事務代表者」宛てのメール連絡により
チェックリストの提出に関する周知が行われる予定ですので、最新情報を確認
の上、作成をお願いします。

・他事業の応募等により、その有効期限が当該事業年度も含まれる両チェック
リストを既に提出している場合は、委託研究契約締結に際して、新たに提出す
る必要はありませんが、「体制整備等自己評価チェックリスト」は公的研究費
の管理・監査のガイドラインにおいて年１回の提出が求められておりますの
で、翌事業年度以降も継続して事業を実施する研究機関は、改めてその提出が
必要となります。また「研究不正行為チェックリスト」の定期報告も含め、e-
Radに登録された「事務代表者」宛てのメール連絡により両チェックリストの
提出に関する周知が行われる予定ですので、最新情報を確認の上、作成をお願
いします。

2024/11/11

31 同上 ・チェックリストチェックリストの提出に当たっては ・両チェックリストチェックリストの提出に当たっては

2024/11/11

間接経費
関連

チェック
リスト

人件費関
連
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P.32 　１１．各種報告書の提出
方法および提出期限
経理様式１　委託研究実績報告
書（兼）収支決算報告書

毎事業年度終了後、４月～５月中に提出いただきます。具体的な日時はＮＣＧ
Ｍからご連絡します。

毎事業年度終了後、翌事業年度の５月３１日まで。

2024/11/11

その他 33
P.33　経理様式１４　経理様式１
４

各研究機関は「委託研究実績報告書」及び「収支簿」等の提出にあたって、必
ず、本チェックリストにより記載内容の確認を行うこと

各研究機関は「委託研究実績報告書」及び「収支簿」の提出にあたって、必ず、
本チェックリストにより記載内容の確認を行うこと。
収支簿（経理様式２）に添付して提出

2024/11/11

繰越 34
P.33　経理様式１6　繰越申請
書（兼理由書）

１月 ３１日までに提出。
詳細は繰越についての章を参照のこと。

(追記）

2024/11/11

その他 35
P.33　参考様式３　取材申込申
告書

可能な限り事前、取材後は必ず報告 (追記）

2024/11/11

その他 36
P.33　■提出物（経理様式）の提
出方法

なお、NCGMから別途オンラインストレージサービスへの格納を依頼する場合
があります。

(追記）

2024/11/11

その他 37 P.34 １２．委託研究費の返還

委託研究費の返還については、以下の３つの場合があります。 翌事業年度に
委託研究費を繰越したい場合は、前述の「Ⅱ．２．５）複数年度契約③ 委託研究
費の繰越」をご参照ください。本項目では、委託研究費が不用となる場合、委
託研究費の精算に基づく返還の場合について記載しています。

委託研究費の返還については、以下の３つの場合があります。

2024/11/11

決算関連 38
P.34  ③ 事業年度終了後の精
算額確定に基づき委託研究費の
返還が発生した場合

翌事業年度４月～５月中にご提出いただく経理関係書類 翌事業年度５月３１日までにご提出いただく経理関係書類

2024/11/11

決算関連 39 P.34 （注意書き） （削除）

※返還連絡書の提出期限までに１円単位までの返還額の確定が難しい場合
は、一旦、１０万円以上１０万円単位で確実に不用となる直接経費に相当する
間接経費を加えた額を返還連絡書で報告、返還することとし、１０万円未満の
返還額については、委託研究実績報告書（経理様式１）で報告の上、後日、Ｎ
ＣＧＭが発行する精算額通知書に基づき返還することが可能です。

2024/11/11

その他 40
P.35  １３．委託研究費の精算
１）委託研究費の精算方法

・合目的性：戦略及び計画や当該事業年度の研究計画書を基に、委託研究費が
本研究の目的・趣旨に適合するものに執行されていること）

・合目的性：当該事業年度の戦略及び実施計画書を基に、委託研究費が本研究
の目的・趣旨に適合するものに執行されていること）

2024/11/11

その他 41
P.36　１５．再委託について　１）
再委託の可否

・研究機関は、原則として本研究を第三者に再委託することはできませんが、
ＮＣＧＭが本委託研究開発の実施上特に必要であると判断し事前に承認した
場合に限り、本委託研究開発の一部を第三者に再委託することが可能です。
再委託をする場合、研究計画書にその内容を記載しご提出ください。

・研究機関は、原則として本研究を第三者に再委託することはできません。
※研究機関においてやむを得ない事情がある場合には事前にＮＣＧＭへご相
談ください。ＮＣＧＭは研究機関が作成する当該再委託に関する実施計画書
の確認を行い、本研究の実施上特に必要であると判断した場合には、本研究
の一部について第三者への再委託を承認する場合があります。

2024/11/11

その他 42 同上
なお、研究計画書に従い、研究開発テーマを複数の研究機関の研究者とともに
実施する場合は、研究開発責任者が属する研究開発機関と各共同研究開発機関
との間で再委託研究契約をそれぞれ締結してください。

　なお、実施計画書に従い、研究開発テーマを複数の研究機関の研究者により
実施する場合は、研究開発責任者が属する研究開発機関と各共同研究開発機関
との間で委託研究契約をそれぞれ締結いただきますため、この場合においての
再委託は可能です。

2024/11/11

その他 43 同上 ・再委託先研究機関からの委託（再々委託）を行うことはできません。 （追記）

2024/11/11

その他 44 同上 ・研究開発要素を含まない検査業務等の請負業務については、研究計画書
・研究開発要素を含まない検査業務等の請負業務については、戦略及び実施
計画書

2024/11/11

その他 45
P.45　１．プレス発表、学会発
表、論文投稿、展示会出展等

ＮＣＧＭやＳＩＰのロゴマークの使用を希望される場合は、別途配布するマニュ
アルをご確認のうえ、必要に応じて事前にＮＣＧＭ担当者に相談してくださ
い。

また、ＮＣＧＭやＳＩＰのロゴマークの使用を希望される場合にも、事前にＮＣＧ
Ｍ担当者に相談してください。

2024/11/11

その他 46 P.46　公表時の謝辞

具体的な謝辞の表記方法については、以下を参考に論文にご記載下さい。
課題番号（体系的番号）JPJ012425
記載例：
和文例：本研究は、「戦略的イノベーション創造プログラム (SIP)」「統合型ヘル
スケアシステムの構築」JPJ012425の補助を受けて行った。
英文例 （English sentence example）：This work was supported
by Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion
Program (SIP) on “Integrated Health Care System” Grant
Number JPJ012425

具体的な謝辞の表記方法については、別途、ＮＣＧＭ担当者から研究担当者へ
案内します。

2024/11/11

その他 47
P.46 マスメディア等の取材に
よる公表

・マスメディア等（テレビ、新聞、雑誌、インターネット等）の取材を受ける場合
は、速やかにＮＣＧＭ担当者に取材申込申告書（参考様式３）をご提出くださ
い。

・マスメディア等（テレビ、新聞、雑誌、インターネット等）の取材を受ける場合
は、速やかにＮＣＧＭ担当者にご連絡ください。
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